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要旨 本研究では地域の様々なステークホルダーの協創、協働を促し「地域の知」を創造するプラットフォームとして近年

注目されている「場」の設計方法を、先行研究により提示された「場」の概念をシステムズエンジニアリングの手法を用いて

可視化並びに構造化することにより示した。さらに設計に基づいたプロトタイピングを行い、設計の有効性について、参加者

の心的変化およびアウトプットの測定により定量的に評価した。 
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課題 

本研究は、地域活性研究において、地域に関わる情報、

知識、知恵としての「地域の知」の共有ならびに活用の重

要性が高まる(日本学術会議 2008 [1], 柳澤ら 2012 [2])中

で、地域の異分野にまたがるステークホルダーが関係性を

構築し、協働及び協創を生みながら(保井ら 2015 [3])知識

を創造する「場（Ba）」(Nonaka and Konno 1998 [4])（以下

「場」で統一） の設計方法を、システムズエンジニアリン

グの手法により提案し、有効性を定量的に検証することを

目的とする。 

「場」の理論は 1990年代、組織マネジメントの原理(伊

丹 2000 [5], 野中ら 2000 [6], 山下 1991 [7])として経営学

の分野を中心に発展し、「知識創造のプラットフォーム」

(Nonaka and Konno 1998 [4])としての概念が示された。その

後、社会的な信頼性や互恵性の創出には「場」が不可欠(野

澤ら 2011 [8])という指摘にもあるように、2010 年代に入

り「場」の重要性の認識は教育現場への応用(長谷川ら 

2008 [9])など、経営学以外の分野においても高まりをみせ

た。とりわけ地域活性研究の分野においては、近年、「場」

が地域における多様なステークホルダーの関係性構築並

びに協動・協創の基盤として注目されている(坂井田ら 

2013 [10], 加藤ら 2014 [11], 坂倉ら 2015 [12])。他方で「場」

の参加者のふるまいの変化を定量的に計測する研究（三宅 

2010 [13]）も試みられている。しかしながら「場の外貌」

(西口 2000 [14]）を記述するために不可欠なシステム思考

による考察及び定量的評価手法の開発が必要とされつつ、

システム思考に基づく「場」全体の設計および評価方法に

関する定量研究は萌芽段階にある。（図 1） 

 
図 1	 「場」の先行研究の二軸図によるマッピング 

 
本研究は、地域活性研究において、地域の経済社会構造を

社会システムと捉え、システムズエンジニアリングの方法

論を用いて可視化及び構造化し分析する流れが拡大して

いる（津々木ら 2011 [15], 保井ら 2015 [3], Senge 2011 [16])

ことを踏まえ、システムズエンジニアリングの方法論を用

いて野中らによる「場」の概念を構造化し、地域の知を生

み出すプラットフォームとしての「場」の設計手法および

評価方法を可視化並びに構造化し、定量的評価方法を示す

ものである。 

 

方法 
1. 場」の設計 

 本研究は、野中ら(Nonaka and Konno 1998 [4])が定義した

「場」を構造化するに当たり、システムズエンジニアリン

グの手順および考え方を用いる。具体的には「場」を生成



 
 

 

するのに必要な要素を要求機能として特定し、それに基づ

く機能設計を行う。次に各機能と物理要素とのマッピング

である物理設計を行う。最後にプロトタイプとして実際に

設計を行い、設計された「場」がきちんと動作するか

（Verification）、設計の意図した通りの「場」が生成されて

いるか（Validation）の評価検証を行う(図 2)。 

 
図 2	 「場」の設計ステップ 

 
システムズエンジニアリングでは対象をシステム、すなわ

ち「一つ以上の定められた目的を達成するために編成され

た相互作用する要素の組み合わせ」（INCOSE 2015 [17]）と

して扱い記述する。対象物の要素だけでなく、要素間のつ

ながりに着目するため全体を俯瞰し問題を解こうとする

考え方であり(Smith et al. 2007 [18])、 目で見えない対象を

含めてシステムとして記述することができる(Meiner and 

Rechtin 2002 [19])ため、本研究において地域の「場」とい

う可視化できない対象の複製可能な設計を行う方法とし

て適している。 

 

(1) 要求機能の特定 

「場」の要求機能の抽出にあたってはシステムズエンジニ

アリングの手法の一つである Value Graphを用いて行う。

Value Graph は価値工学の手法のひとつであり、製品やサ

ービスの価値を構造化し、そこから実現手段を探すツール

である (石井ら 2008 [20], 前野ら 2014 [21])。野中らは「場」

を”shared space of emerging relationships”と定義し、この空間

は”physical [. . .] virtual [. . .] mental” もしくはそれらの組み

合わせのいずれもあり得るとし、 ”shared space” 

は”foundation for knowledge creation” であり、個人および／

または共同体の知識を向上させるためのプラットフォー

ムを提供することだと述べた。さらにそれまでの「場」の

理論が重視していた” human interaction” ではなく、「場」に 

”context which harbors meaning” の意義を認めることが重要

だとしている。 (いずれも引用は筆者による, Nonaka and 

Konno 1998:40 [4])。野中らのこの「場」の定義をValue Graph

により可視化した結果を示す(図 3)。 

 

 

図 3 Value Graphによる「場」(Nonaka and Konno 

1998)の可視化及び構造化 

 
Value Graphは、分析対象すなわち本研究では「場」が提

供する価値を上段に、その価値を提供するのに必要な要

求機能を下段に記述する。要求機能にさらに下位の要求

機能が必要な場合は、下段に追記する。(図 3)によれば、

「場」は”shared space of emerging relationships”であり、「関

係性を作る」「空間を作る」並びに「参加する」の三つの

機能が抽出される。さらに”context which harbors meaning”

の意義から、目的を持つが抽出される。そして「関係性

が存在する」の要求機能として「参加者同士がポジティ

ブな相互作用を行う」機能を抽出した。知識創造を生み

出す”human interaction”であるならそれは互いに悪影響を

及ぼし合うのではなく、ポジティブな相互作用となるか

らである。さらに「参加者同士のポジティブな相互作

用」の下位機能として「他者と共有する」「他者と対話す

る」並びに「他者と協業する」の三つの機能を抽出し

た。「目的を持つ」機能からは「参加者が場の目的を理解

する」機能が抽出された。 

 

(2) 「場」の要求機能の検証  

 	 次に野中の論文からValue Graphで抽出した要求機能

の検証を行う。抽出された「場」の機能について、遠山

亮子・野中郁二郎の「よい場の 10条件」（遠山ら 2000 

[22]）を用い、従来の「場」の研究で帰納法的に導かれた



 
 

 

「場」の機能と比較し過不足がないかを検証するため対

照表を用いた確認を行った。「よい場の 10条件」とはナ

レッジマネジメントの観点から優れた「場」が共通して

有する特徴を豊富なケーススタディから導いたものであ

る。帰納法的に「場」の機能を算出したものといえ、複

数の「場」の特徴を比較する際にも使用（坂倉ら 2015 

[12]）されている。 

	 Value Graphで導いた機能と「よい場の 10条件」との

対照表を(表 1)に示す。機能により複数の項目にまたがっ

て存在するものもあるが、Value Graph、「よい場の 10条

件」どちらかにのみ存在する項目は存在せず、10条件の

全てがValue Graphにより導かれた要求機能に包含された

ことを確認した。1) 

表 1	 「よい場の 10条件」との対照表 

 
 

(3) 機能設計 

次に Value Graph で導いた機能を用い、Function Flow 

Block Diagram(FFBD;機能フロー図)による「場」の機能設

計を行う。FFBD は機能を明確化し階層化による細分化

を行うシステムズエンジニアリングの一般的な手法であ

り、これにより各機能の前後関係（フロー）が明確にな

り、必要な機能に抜け漏れがないかをチェックすること

ができる。「場」の FFBD図として作成したものを図 4に

示す。「場」の生成は「1.0 目的を持つ」ところから始ま

り「2.0 空間を作る」、「3.0 参加する」を経て「4.0 関係

性を作る」流れを記載している。 

 

図 4	 「場」生成のFFBD図 

 

作成した FFBD 図に沿い、設計手順について説明する。

大まかな流れとして、まず FFBD図の機能フローを確認

し、抜け漏れや詳細なフローを作成する必要がないか確

認する。次に完成した FFBD図をもとに物理設計を行い、

物理設計をもとにしたプロトタイピングを実施し、設計

の有効性を検証する。 

FFBD 図の確認を行った結果、全ての機能において記

述が明確であり物理設計を行うにあたって現状のままで

立て付けが可能であることからこれ以上の機能の詳細化

は必要ないと判断した。 

 

(4) 物理設計とプロトタイピング 

次にValue Graphにより抽出された「場」の機能を実現

する物理設計を行う。本研究では複数人が同じ空間に集

い、地域について考えるワークショップを物理として設

計する。設計したワークショップはプロトタイピングと

して実際に開催し、設計どおりの「場」が生成されるか

どうかを確認する。短期集中型であり成果として行動変

容が期待されるなどの特徴を持つ (山内ら 2013 [23])ワ

ークショップは「場」の生成を確認するためのプロトタ

イピングとして試すには適している。 

設計にあたり物理要素は大きく、参加者、開催場所、

ワークショップの目的、ワークショップの内容とし、

FFBD図での各機能をマッピングした。結果を(図 5)に示

す。 

 



 
 

 

 
図 5	 要求機能と物理要素マッピング図 

 

次に設計に従いプロトタイピングを行う。プロトタイピ

ング（試作）とは設計した製品やサービスが確実に作ら

れているか否かを評価、検証するプロセスであり、これ

により設計に問題がないか、早期の段階で確認し必要で

あれば修正するこができる。実際に本研究にて実施した

ワークショップの概要を示す(表 2)。対象地域を横浜市と

し、横浜市の課題解決について考えることを目的とした

「横浜市の未来について考えるワークショップ」を行っ

た。 

表 2	 ワークショップ概要 

 
 

2. 検証手法 

「場」の生成の確認にあたり、1、「場」を生成するため

の機能が問題なく動作していたか、2．「場」において「知

識の創造」という価値提供がなされているかについて確認

を行う。1については、「場」の要求機能である、参加す

る機能、空間を作る機能、目的を持つ機能、関係性を作る

機能の 4つが全て満たされているかどうかを確認する。2

については「知識の創造量」を定量的に測定することが困

難であるため、代理変数として参加者への心的効果、およ

びアウトプットの変化の計量テキスト分析について評価

を行うことで確認する。参加者の心的変化を測定する際は

既存の心理尺度を用いて測定する。測定はワークショップ

の前後で行い、対応のある t検定を実施する。アウトプッ

ト分析は、アイデアの内容について、テキストマイニング

をベースとしたアイデアの計量テキスト分析を行う。 

実験の流れは以下のとおりである。まずワークショップ

の参加者 15名に対し、事前アンケート記入の後個人で「横

浜にあったらいいなと思うモノ、サービス」というお題で

アイデアを考え A4 用紙に記入してもらう。次に同 15 名

を 3 名ずつの任意のグループにわけワークショップの中

で同じお題についてアイデア出しを行う 2)。最後に事後ア

ンケートを記入してもらう。心的変化の評価は事前、事後

アンケートで、アウトプットの評価は個人で考えた際のア

イデアと集団で考えたアイデアとで比較を行う。（図 6） 

 
図 6	 検証の手順 

 

結果 

1. 「場」の機能検証 

要求機能を反映せる形で「場」を設計し、「場」に必要な

機能がすべて満たされていることを検証により確認した。

「参加する」機能並びに「空間を作る」機能についてはワ

ークショップの開催、目的を持つ機能は募集要項への記載

および参加者のWEBからの主体的な申し込みにより、そ

れぞれ満たされている。「関係性を作る」については参加

者同士の間でポジティブな相互作用が行われたかについ

て、他者との連携により自身の幸福感が高まったかを測定

する協調的幸福感尺度（Hitokoto 2014 [24]）を用いて測定

し、ワークショップの前後において協調的幸福感の向上が

5%有意であった(表 3)。よって「場」の機能及び物理設計

によりデザインされた地域の「場」のワークショップにお

いて「場」に要求されたすべての機能が満たされたことを

確認した。 



 
 

 

表 3 協調的幸福感測定結果 

 

 

2. 知識創造という価値提供の確認 

「場」の提供価値である知識創造がなされていたかにつ

いて、被験者の心的変化およびアウトプットから確認する。 

(1) 心的変化からの確認 

知識創造の代理変数として用いる心的変化の測定項目と

してはポジティブ感情および自己効力感を用いた。ポジテ

ィブ感情は、その経験により精神の働きが広がり、視野が

拡大し創造性が喚起されるとされている。(Frederickson, 

2001 [25])自己効力感については個人が目標に到達する能

力（Albert Bandura,1997 [26]）とされ、個人に有用な知識・

経験を得ると高まる傾向にある(久保 2015 [27])。 

測定結果を(表 4)に示す。参加者の心的効果について、

参加者のポジティブ感情及びネガティブ感情の変化につ

いて日本版 PANAS（佐藤ら 2001 [28]）を用い、ワークシ

ョップ前後で参加者のポジティブ感情の向上が 5%有意と

なった。また、自己効力感への効果についても、特性的自

己効力感尺度（成田ら 1995 [29]）を用いて測定し、有意水

準 10%で上昇に有意傾向を確認した。よって「場」の生成

によりポジティブ感情および自己効力感の向上に影響が

あることが示された。 

 

 

 

 

 

表 4	 ポジティブ感情・自己効力感測定結果 

 

 

(2) アウトプットからの確認 

次にアウトプット分析の結果を示す(図 7-9)。アウト

プット分析では同じ被験者が個人でアイデア出しをした

場合、及び「場」でアイデア出しをした場合の変化につ

いて分析した。アイデアはKH Coder（樋口 2014 [30]）

を用い、計量テキスト分析による比較を、一人で考えた

アイデアの場合と、ワークショップで「場」について考

えたアイデアの場合について、それぞれ行った。(図 7)に

あるとおり、個人のアイデアに特徴的な語としては「行

政」「学童」「交通」並びに「年寄り」など、地域の課題

を考える際に表層的に発想可能な語が並び、解決したい

問題点を起点に発想している傾向が見えた。他方、集団

で考えたアイデアは「ハマッコ」「墓地」並びに「飲み屋」

など、課題解決というテーマだけでは容易に発想できな

いと考えられる言葉が出現しており、問題解決の視点に

縛られず自由に発想し解空間を破ろうとしていた傾向が

うかがえる。また集団のアイデアには「つながり」及び

「つながる」など、複数名の存在を意識した言葉が並ぶ

特徴がある。 

 



 
 

 

 

図 7計量テキスト分析による「場」のアウトプット

分析結果 

 

次に 5チームのうち 1チームをサンプリングし、チー

ムメンバーがそれぞれ個人で発想した際のアイデアと集

団で発想した際のアイデアについてそれぞれ共起ネット

ワークグラフを作成し、分析した。共起ネットワークグ

ラフは抽出語を用いて，共起関係を線（edge） で表した

ネットワークグラフ（安藤 2009 [31]）のことで、出現数

の多い単語は大きく、かつ共起、すなわち共に出現する

程度が強いほど太い線で表示される。(図 8)に個人アイデ

アの共起ネットワーク、(図 9)に集団の共起ネットワーク

をそれぞれ示す。個人のアイデアは「カジノ」「テーマパ

ーク」並びに「シェアハウス」などいわゆるハコモノを

起点としたアイデアが多く、各単語間の共起関係は弱い

のに対し、集団のアイデアでは「映画」という媒体を軸

として、人（市民）が何をするか、あるいはどうなりた

いかを、「まわる」「楽しむ」「知る」並びに「つながり」

などの多様な言葉で表現され、さらに各単語が強いネッ

トワークにより共起している。このような個人で考えた

アイデアと「場」で考えたアイデアとではアウトプット

の明確な差異対比の理由として、モノの発想が中心とな

っていた個人のアイデアが、「場」を通して行われた協創

により意味付けが付与された状態に変化した可能性が挙

げられる。 

 

図 8	 共起ネットワーク（個人アイデア） 

 

 
図 9	 共起ネットワーク（集団アイデア） 

 
(3) まとめ 

	 参加者の心的変化の測定結果およびアウトプット分析

の結果、個人の心理的要素の中でも知識の創造と有意的な

関係性を示すポジティブ感情および自己効力感の上昇が

確認でき、さらに提出されたアウトプットにおいても、「場」

において創出されたアイデアに解空間を破る傾向を確認

することができた。これらの結果を総合し、本研究におけ

る「場」により知識創造という価値が提供されたと考える。 

 



 
 

 

3. 政策へのインプリケーション 

	 地域活性化に関する政策づくりの担い手を巡る近年の

議論において、従来型の行政による事業推進を通じたまち

づくりではなく、住民主体の総合的なまちづくりの重要性

が指摘(久 2001 [32]) (越川 2008 [33])される一方で、政策過

程への住民参加が未だ形式的段階にとどまっている(永松 

2015 [34])といった見方がある。住民主体のまちづくりにお

いては、特にその初期段階において住民同士の対話が重要

(久, 2001 [32])となるが、参加者が社会市民として政策の担

い手として参画するには、知識だけでなく、社会市民とし

ての意識の定着が必要である(永松 2015 [33])。さらに社会

市民が政策をフラットな場で対話しつつともに創造する

ための方法論も必要となる。本研究は、地域住民がその地

域における政策を行政に頼らず、ワークショップ等を通じ

て自らボトムアップで形成する場の設計をモデル化した

という政策的意義を有する。さらに本研究では、地域住民

が政策づくりに主体的に関与するためには、住民が能動的

参画への心的変容を達成することが重要との見地から、参

加者の心的変化の重要性に着目し、参加者の心的変化を測

るもう一つの指標として、達成動機尺度(堀野 1991 [35])を

用い、参加者の達成動機の変化についても計測した。それ

により「他者・社会の評価にとらわれず、自分なりの達成

基準への到達を目指す達成動機」(堀野 1991 [35])である、

自己充実的達成動機についても、有意水準 10%で上昇に有

意傾向を確認した (表 5)。自己充実的達成動機、自己効力

感、ポジティブ感情、協調的幸福感など、本研究で示され

た参加者の心的変化は、参加者が能動的に他者と協力しな

がら課題を解決していく、いわば地域の政策創りへの能動

的な担い手への意識の変化を示すものである。「地域の知」

を生み出す「場」への参画は、市民による能動的社会参画

という社会課題に対し、市民が社会市民としての意識を持

つきっかけとして機能するとの含意を有していると考え

られる。 

 

表 5 自己充実的達成動機	 結果 

 

 

考察 

1. 結論 

本研究では先行研究により提示された「場」の概念をシ

ステムズエンジニアリングの手法を用いて可視化並びに

構造化し、参加者が関係性を構築し自身で「地域の知」を

生み出すプラットフォームとしての「場」の設計手法およ

びその定量的評価方法を示した。評価にあたり、導いた「場」

の設計手法に則ったプロトタイピングとしてワークショ

ップを実施し、機能検証および「知識創造」という価値提

供がなされたかの両面で検証し、「場」の生成を確認した。 

 

4. 今後の研究課題 

本研究は先行研究の「場」の定義を用い、「場」の価値を

「知識創造」と置いたうえで構造化を行い、「場」を生成

することに着目して設計及び評価を行ったが、地域の政

策における住民の協働的行為形成(永松 2015 [32]）とい
う観点から、今回生成した場をどうつなげ、活かしてい

くのか、地域の「場」のライフサイクルモデルの開発を

今後の研究のテーマとしたい。具体的な検証方法として、

グループとしての属性を持つ者を被験者とし、「場」への

参加後実際に政策づくりが行われたかなどについて長期

的な検証を行うことが肝要である。また、本研究が地域

活性化の分野のみならず、他分野及び業種に適用可能な

モデルとして設計及び検証手法をさらに開発していくこ

とが適切である。 
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註 

	 1）野中らは「良い場の 10条件」における最小有効多

様性について下記のように記している。 

”よい場においては知識創造を必要最小限のメンバーで

効率的に行うという最小有効多様性が実現されている。

また、場においては誰もが等しく中心にアクセスできる

という意味で中心から等距離にある。” 

本論文では、関係性を作るプロセスにおいて他者と共有

する機能が発動されることにより、「場」の参加者のだれ

もが情報に等しくアクセスできる状況が発生することと

なり、特定の目的下において生成された関係性の内部に

おいて最小有効多様性が満たされているとした。 

	 2）ワークの内容として具体的には大きく対話のため

のワーク、協業のためのワークという二つを用意した。

対話のワークでは参加者が過去に暮らした場所で体験し

た人に伝えたいエピソード、という題で互いにインタビ

ューを行う。ファシリテーターが介在せずともポジティ

ブな相互作用が生まれるよう、インタビューでは解決す

べき問題に焦点を当てるのではなく組織や個人のポジテ

ィブな面に焦点を当て、そこから対話によって理想像を

具体化させる手法であるAI(Appreciative Inquiry) 

( Cooperrider 2002 [36], Cooperrider 2003 [37])のアプローチ

を採用した。またインタビューの最後には互いにリフレ

クションの時間を設け、インタビュー相手であるチーム

メンバーから「○○さんはｘｘするまちが好き」という

形でインタビュー結果を記載してもらい、互いに共有す

る時間を設ける。これにより自らの住みたいまちに対す

る気持ちの整理を行うことができ「好き」と、ポジティ

ブな形式でカードに記載することにより、リフレクショ

ンを通じてもポジティブな相互作用が生まれるよう設計

している。次にリフレクションの内容から「メンバーに

とって必要だが今の横浜にはないもの」を課題として抽

出し、課題を解決するためのアイデア出しをチームによ

る協業のワークの中で行う。最後にチーム単位でアイデ

アの発表を行う。 
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Abstract（英文） 

This research is to be identify how to design and 

verify the concept of "Ba" presented by previous research 

using system engineering method. Recently "Ba" has been 

attracting attention as a platform for cooperative creation and 

collaboration of various stakeholders in the region and 

creating knowledge of region. 

To verify and validate this `Ba  ̀design, prototyping 

based on design was carried out, and the effectiveness of 

design was evaluated quantitatively by mental changes of 

participants and output measurements. 

 

 

 

 

 

 

 


